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巻◆頭◆言

私は経済同友会での委員会活動を通じて、イノベーショ

ン・エコシステムの日米欧の違いを勉強する機会に恵まれま

した。民間主導型イノベーションの加速の方策については、

すでに2014年度科学技術・イノベーション委員会として報

告済み（報告書「地域主導のイノベーション創出―グローバ

ルニッチ企業の創出と農林業の活性化」2015年５月18日発

表）※ですが、あらためてイノベーションの担い手となる人

材の活性化について述べたいと思います。

イノベーションを起こすために必要なことは、若い柔軟

な頭脳に適切な課題・刺激を与えることですが、日本では、

そのイノベーションを担うべき人材を十分に活かし切れて

いないと思われます。日本では14,000人余りの有期雇用の

ポスドク（博士研究員）がいますが、大学のポストが限られ

ているため11,000人もの人がポスドクを続けている実態が

あります。さらに、大学の予算も限られているため、ポス

ドクに割り当てられる研究費は少額となり、雇用も含めて

彼らの力を十分に活用できる状況ではありません。　

この人材を活性化する方策の一つとして取り上げたいの

が産学連携共同研究です。企業は自らが目指すイノベーショ

ンの課題解決のため、大学の研究者の斬新な発想力・着眼

点・柔軟な頭脳に着目し、重要なR&Dのパートナーとし

て契約したらどうでしょうか。その際企業は、必要な費用

を負担するとともに長期雇用契約を締結し、ポスドクが安

心して研究に打ち込める環境をつくるのです。

日本の企業から大学に投じられる研究開発費は、米国の

3,200億円、ドイツの2,400億円に比して、1,000億円と少額

です。これでは若い研究者に回るお金が少なく、元気が出

るわけがありません。われわれの活動が実って、官民対話

で10年以内にこの研究開発費を3,000億円に3倍増するこ

とになりました。これが実現すれば、研究の活性化が図ら

れるとともに、大学と企業との相互理解も深まり人材交流

も促進されることでしょう。また、大学は、ポスドクの雇用

に使っていたお金を、さらに長期の国の将来をつくる基礎

研究に使うことができるようになります。

自社では、産学連携をオープンイノベーションに必須の

活動ととらえ、現在包括連携校５校含め約30大学と契約を

結んでいます。例えば、大阪大学とは10年間の研究契約を

結び、キャンパス内に自社の研究所を設けています。新規

雇用したポスドク４人を含めた計６人の自社の研究員が、

いろいろな学部の先生から多様な意見をいただきながら、

コマツのための技術テーマの研究開発を行っています。
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若い人が活躍できる研究開発予算を
−イノベーション活性化のために−

今月の表紙：シリーズ国花
【カーネーション／スペイン】
母性愛の象徴とされるカーネーション。ヨーロッパで
は、イエス・キリストが処刑された時、聖母マリアが流
した涙の跡から生えた花だという伝説があります。
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※ http://www.doyukai.or.jp/policyproposals/articles/2015/150518a.html


